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(百万円未満切捨て)
１．2025年７月期の連結業績（2024年８月１日～2025年７月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年７月期 36,832 12.7 7,659 18.5 7,832 20.3 4,799 △6.0

2024年７月期 32,693 2.6 6,461 4.2 6,511 4.7 5,104 15.8
(注) 包括利益 2025年７月期 5,741百万円( △5.6％) 2024年７月期 6,081百万円( 20.5％)

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2025年７月期 15.05 14.97 27.7 17.0 20.8

2024年７月期 16.10 16.03 38.0 18.3 19.8
(参考) 持分法投資損益 2025年７月期 －百万円 2024年７月期 －百万円

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2025年７月期 49,984 22,875 38.3 59.85

2024年７月期 42,136 18,567 36.7 48.70
(参考) 自己資本 2025年７月期 19,127百万円 2024年７月期 15,470百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2025年７月期 8,180 △4,888 1,203 20,918

2024年７月期 6,198 △7,357 6,492 16,375

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2024年７月期 － 0.00 － 5.50 5.50 1,746 34.2 13.0
2025年７月期 － 0.00 － 8.00 8.00 2,556 53.2 14.7

2026年７月期(予想) － 0.00 － 9.00 9.00 50.4

３．2026年７月期の連結業績予想（2025年８月１日～2026年７月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 20,300 10.2 4,500 8.0 4,500 6.2 2,700 5.0 8.46

通 期 40,800 10.8 8,500 11.0 8,500 8.5 5,700 18.8 17.87



※ 注記事項

（１）期中における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 －社 (社名) 、 除外 －社 (社名)

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2025年７月期 348,398,600株 2024年７月期 348,398,600株

② 期末自己株式数 2025年７月期 28,834,384株 2024年７月期 30,765,541株

③ 期中平均株式数 2025年７月期 319,032,365株 2024年７月期 317,060,178株

(参考) 個別業績の概要
１．2025年７月期の個別業績（2024年８月１日～2025年７月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年７月期 11,010 8.3 2,395 10.3 4,487 24.2 3,562 21.8

2024年７月期 10,164 10.2 2,171 12.4 3,613 33.8 2,925 28.8

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2025年７月期 11.17 11.11

2024年７月期 9.23 9.19

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2025年７月期 23,278 9,249 38.6 28.12

2024年７月期 21,816 6,884 30.0 20.61

(参考) 自己資本 2025年７月期 8,985百万円 2024年７月期 6,545百万円

２．2026年７月期の個別業績予想（2025年８月１日～2026年７月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 5,900 9.8 1,200 1.7 2,200 △29.8 1,700 △35.8 5.33
通 期 12,200 10.8 2,600 8.5 3,500 △22.0 2,600 △27.0 8.15

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
(将来に関する記述等についてのご注意)
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的である

と判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用
にあたっての注意事項等については、添付資料12ページ「１.経営成績等の概況(４)今後の見通し」をご覧くだ
さい。

(決算補足説明資料の入手方法)
当社は、2025年９月16日（火）に機関投資家及びアナリスト向け説明会を開催する予定です。
当日使用する決算説明資料は、開催後速やかに当社ウェブサイトに掲載する予定です。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度における我が国の経済は、世界的な金融引き締めの影響や中国経済の減速懸念、原材料価格やエ

ネルギーコストの高止まり、為替変動等、不透明な経済環境が続いております。一方で、堅調な企業収益や持ち直

しつつある個人消費、雇用・所得環境の改善に支えられ、全体としては緩やかな回復基調が継続しました。

当社グループの駐車場事業に関連する不動産業界においては、オフィス回帰の動き等の底堅い需要を背景に空室

率が改善傾向を示し、スキー場事業及びテーマパーク事業に関連するレジャー・観光業界においては、インバウン

ド需要の本格的な回復傾向が一段と強まりました。

このような事業環境の中、当社グループは「ハッピートライアングル：関わる人全てがハッピーなビジネスを」

という企業理念のもと、駐車場事業（国内・海外）、スキー場事業、テーマパーク事業の３つの主力事業において、

環境変化に応じた顧客ニーズを追求し、常に斬新で、かつ期待を超えるサービスや商品を提供することにより、事

業の改善に取り組んできました。

当連結会計年度の各事業の概況は以下の通りです。

駐車場事業（売上、営業利益ともに過去最高）

・月極駐車場検索サイトの掲載物件数１位を継続し、年間問合せ数は25万件を超過。

・国内駐車場事業は113物件が純増（前期は63物件の純増）、堅調に推移。

スキー場事業（売上、営業利益ともに過去最高）

・グリーンシーズン：地域の特性を活かした商品開発の継続、インバウンドの来場者数が例年以上に増加したこ

とにより、グループ全施設の来場者数は３年連続で過去最高を達成。

・ウィンターシーズン：継続的な人工降雪機への投資と豊富な降雪により実現した、全コースの早期オープンと

５月上旬までにおよぶ長期間営業の実現により、過去最高の来場者数を達成。

テーマパーク事業（売上、営業利益ともに過去最高）

・遊園地事業：若手社員が中心となって企画した、インフルエンサーとのコラボレーションをはじめとするイベ

ントの積極活用やSNS活用による販促により、当社グループ化以降最高の来場者数を達成。

・別荘・宿泊事業：小学生以下宿泊無料キャンペーンに加えて、受託別荘の増加による宿泊室数が伸長したこと

で、宿泊者数は順調に増加し、過去最高を達成。

これらの結果、当連結会計年度の当社グループの経営成績は、以下のとおり、売上高、営業利益及び経常利益に

おいて２ケタ成長を達成し、過去最高となりました。経常利益が前期比で20.3％増加している一方で、親会社株主

に帰属する当期純利益が6.0％の減少となっている主な要因は、韓国法人の清算に伴う特別損失179百万円を計上し

たこと、及びグループ会社の税効果会計適用における一時差異等の解消に伴い、法人税等調整額が前期比で876百万

円増加したことによるものです。

売上高 36,832百万円（前期比12.7％増）

営業利益 7,659百万円（前期比18.5％増）

経常利益 7,832百万円（前期比20.3％増）

親会社株主に帰属する当期純利益 4,799百万円（前期比6.0％減）

セグメントの業績は次のとおりです。

各セグメントの業績数値にはセグメント間の内部取引高を含んでいます。
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（駐車場事業）

国内駐車場事業においては、当期も月極駐車場検索サイトの品質向上と利便性強化に継続的に取り組みました。

具体的には、掲載情報量の拡充、物件写真や説明コメントの充実、検索画面の操作性改善を行い、ユーザーにとっ

てより使いやすいプラットフォームへと進化させました。加えて、物件情報の定期的な更新により、空き情報をタ

イムリーに提供できる仕組みを構築したことで、利用者が希望する駐車場を迅速に見つけられる環境を整えまし

た。これらの取り組みの成果として、年間を通じた問合せ件数は25万件を超過し（前期比28.9％増）、さらに問い

合わせ時には成約にいたらなかったユーザーへの継続的な提案も可能となりました。

ユーザーに向けた施策に加え、蓄積された問合せデータの活用も並行して進めました。問い合わせデータを分析

することで、既存物件の収益性改善や稼働率向上に結びつけるとともに、不動産オーナーに対しては地域ごとの需

給ギャップに基づいた複合的な提案を行うことで、新規契約物件の獲得にも寄与しました。このようなデータドリ

ブンな営業戦略を強化したことにより、ユーザーとオーナー双方にとって満足度の高いサービス提供が可能となり

ました。同時に、東京・大阪といった大都市圏に加え、札幌、仙台、横浜、名古屋、広島、福岡等全国主要都市に

拠点開設を完了し、オペレーション体制を強化することで、注力エリアを拡大しております。

有人時間貸運営をしている駐車場においては、百貨店・ホテルにおけるバレーサービスに加えて、レジデンス向

けサービスを加速させ、受注後の人材育成や品質管理に取り組みながら、ラグジュアリーサービスとしての価値向

上を図っています。さらに、駐車場利用に付随する利便性を高めるため、洗車サービスやコーティング等の「プラ

スワン」サービスを拡充しました。車両利用に密接したサービスを提供することにより、利用者の利便性向上と新

たな収益源の確保を両立しました。今後はカーコーティング技術を有する社員の育成や既存契約者への定額洗車プ

ランの提案を通して、さらなるサービスの拡大と収益向上を目指してまいります。

これらの結果、当連結会計年度における国内駐車場事業の新規契約物件数は177物件、解約物件数は64物件、前連

結会計年度末から113物件の純増となり、国内の運営物件数は1,512物件、運営総台数は47,638台となりました。

海外駐車場事業においては、グループ全体の経営効率の観点から、今後の利益成長が見込めない韓国法人を清算

しました。一方、継続して注力しているタイではビルを多数所有する財閥トップへの営業を引き続き強化し、提案

数を増加させたことで、西鉄グループのタイ２号物件である「Nishitetsu Croom(52台）」 や、バンコクの中心地

に隣接する２物件「Ploenchit Center (292台）」「JW Marriott Hotel Bangkok (828台）」等、複数の物件を新規

にオープンしました。これらの結果、海外の運営物件数は52物件、運営総台数は14,073台となりました。

以上の結果、当連結会計年度における売上高は17,847百万円 (前期比3.6％増)、営業利益は4,490百万円 (前期比

6.2％増) と、なりました。

（スキー場事業）

スキー場事業においては、ウィンターシーズンに業績が偏重する季節変動リスクを分散すべく、大自然の絶景を

一望できる展望テラスの建設、大型遊具施設の導入、キャンプフィールドの展開等、地域の特性を活かした商品開

発を継続し、一年を通じた営業体制を整えてきました。また、ウィンターシーズンにおいては、インバウンド集客

や新たなチャネルであるノンスキーヤー向けの取り組みを重点的に行い、特にファミリーでスキー場へ遊びに行き

やすい環境づくりを行うため、小学生及び未就学児のお子様を対象としたシーズン券が無料となる「NSDキッズプロ

グラム」に取り組んできました。

当期のグリーンシーズン（2024年８月から同年11月中旬、2025年４月下旬から同年７月）においては、台風や連

休の天候不順等の影響は一部で見られたものの、お盆期の盛況と10月の秋の紅葉期の好調、７月に梅雨の影響が少

なく天候に恵まれました。

各施設の取り組みとして、HAKUBA VALLEY白馬岩岳マウンテンリゾートでは、長野県初出店となる「Soup Stock

Tokyo」のオープンや人気アウトドアブランドの「THE NORTH FACE」のサポートを受け、山頂エリアの「森のオフィ

ス」をリニューアルオープンしました。また、HAKUBA VALLEY国際山岳リゾート白馬八方尾根ではペットと同伴での

ゴンドラ乗車サービスを初めてスタートさせ、多数の愛犬家のお客様にご利用頂く等、来場者数は前年を大きく上

回り、当連結会計年度のグループ全施設のグリーンシーズン来場者数は657千人と３年連続して過去最高を達成する

ことができました。竜王マウンテンリゾートでは「SORA terrace cafe」内に訪れる人々に自由に演奏を楽しんでも

らえるストリートピアノとして「雲海ピアノ」を設置し、10月にピアノをキャンバスとして、絶景とアートを融合

した「雲海Live Paint」を開催し、多くのお客様にお越しいただきました。これらの結果、当グリーンシーズン

（2024年８月から同年11月中旬、2025年４月下旬から同年７月）の来場者数合計は、657千人（前期比5.3％増）と
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なりました。

当期のウィンターシーズン（2024年11月下旬から2025年４月）は、11月下旬の自然降雪及び継続投資してきた人

工降雪機を稼働させることにより、当社グループの主なスキー場は例年より早いオープンとなり、12月中旬には積

雪量がさらに増加し、早期に全コースをオープンすることができました。さらに、１月以降も自然降雪に恵まれ、

多くのお客様にご来場いただき、５月上旬まで豊富な積雪量を維持できたことで延長営業も行い、安定して春スキ

ーをお楽しみいただけました。特に、白馬岩岳マウンテンリゾートにおいては、38年ぶりにゴンドラリフトを全面

リニューアルし、更なる快適性・輸送能力の向上により、スキーヤーのお客様はもちろんスキーをしない観光目的

のお客様にも多くご来場いただきました。また、白馬八方尾根スキー場では、朝一のゲレンデを独占できるファー

ストトラックサービスを開始する等、お客様の満足度向上に努め、インバウンドだけでなく国内のお客様にも多く

ご来場いただきました。

来場者動向について、白馬エリアを中心にインバウンドのお客様が大幅に増加したこと等により、インバウンド

の来場者数は425千人と過去最高であった2023-2024シーズン（304千人）より39.7％上回る結果となりました。これ

らに加え、国内のスキー人口創出を目的とした長期的な取り組みとして、ファミリーでスキー場へ遊びに行きやす

い環境づくりを行うため、小学生及び未就学児のお子様を対象としたシーズン券を発行する「NSDキッズプログラ

ム」を今シーズンも継続し、当連結会計年度のグループスキー場の同プログラム利用者数は87千人（前期比46.3％

増）となりました。これらの結果、当ウィンターシーズン（2024年11月下旬から2025年４月）の来場者数合計は、

1,893千人（前期比11.5％増）となり、上場以来過去最高であった2023-2024シーズン（1,698千人）より195千人も

上回る結果となりました。主要な業績の指標としている売上単価は、リフト券の値上げにより前年から上昇し、ま

た、付帯売上についても継続的な料飲メニューの改善や有名レストランとのコラボレーション、専用ラウンジなど

が利用できるS-Classなどスキー場サービスの高付加価値化に努めたことで、過去最高の水準となりました。

なお、当連結会計年度より不動産事業の本格化に伴い、当連結会計年度にて、白馬エリアの販売用不動産を、開

発を目的とする事業者に対して売却し、売上高に計上しています。

以上の結果、当連結会計年度における売上高は10,461百万円(前期比26.9％増）、営業利益は2,246百万円（前期

比44.7％増）と、なりました。

（テーマパーク事業）

テーマパーク事業においては、那須ハイランドパークは「わんこはかぞく」をコンセプトに、りんどう湖ファミ

リー牧場では「０歳から６歳のお子様ご家族が安心・安全に楽しめる公園」を目指し、安心して楽しめる空間づく

りを進めるとともに、アトラクションの新規およびリニューアルオープン、新たなイベントの開催等による遊園地

集客に取り組んでおります。また、宿泊事業においては、多様なニーズにお応えする魅力ある客室の増強、レスト

ランの新規オープンやリニューアルによる滞在時間の魅力創出、「ナスコンバレー」における実証実験サイトとし

ての別荘地の活用に取り組んでおります。

遊園地事業においては、那須ハイランドパークでは、イベント開催による集客に継続して注力し、コラボ企画を

積極的に展開しました。当期は、Youtubeチャンネル登録者数100万人超の人気インフルエンサー等によるステージ

イベントや、一定期間に渡ってオリジナルドリンクやスタンプラリー等を提供するコラボレーション型のイベント

を開催するなど、若手社員が中心に企画したイベントを積極的に開催しました。また、「ハス祭」「白犬オフ会」

「プードル祭」等ワンちゃん向けの人気イベントも継続したことにより、来場者数が前年を超過しました。りんど

う湖ファミリー牧場では、開園60周年を記念して、地元栃木県や、近隣県のお客様を対象としたキャンペーンを行

い、対象期間には前年を20％上回るお客様にご来場いただきました。また、那須町の町制施行70周年を記念したフ

ァミリー向けイベント「那須こども博」を一般社団法人日本玩具協会及び地元ホテル・レジャー施設連絡協議会と

共催し、人気キャラクターのグリーティングや玩具メーカーによる体験コーナーなど、多彩なコンテンツにより楽

しんでいただきました。これらの取り組みにより、当連結会計年度における来場者数は916千人（前期比6.7％増）

となり、当社グループ化以降最高の来場者数となりました。

当期の宿泊事業においては、当社遊園地のオフィシャルホテル「那須高原TOWAピュアコテージ」において、ファ

ミリー層をターゲットとしたプライベートプール付貸別荘、キッズルーム付貸別荘等を開業しました。更に、非日

常を味わえるトレーラーハウスルームを拡充する等、新たな宿泊体験の創出に取り組みました。トレーラーハウス

は、災害発生時に被災地へ移動して「動く避難所」として活用することも念頭に置き、災害時の社会貢献と新規事

業創出の両面を見据えた取り組みとして位置づけています。また、受託別荘の受注も継続的に進めたことで貸出可
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能な客室数は、前期比から40室増加し、339室から379室となりました。これらの取り組みに加え、小学生以下宿泊

無料キャンペーンや、那須の自然を体感できる「カブトムシツアー」「暖炉満喫プラン」等の宿泊プランの拡充を

進めた結果、当連結会計年度における宿泊者数は211千人（前期比30.0％増）となり、過去最高の宿泊者数を更新い

たしました。

以上の結果、当連結会計年度における売上高は7,690百万円（前期比16.6％増）、営業利益は1,342百万円（前期

比22.1％増）と、なりました。

SDGsの取り組みにおいては、グループの「2030年カーボンマイナス100％」の実現を目指し、新会社スマートグリ

ーンエネルギー㈱を中心に、環境負荷低減に向けた各種プロジェクトを推進しました。2023年７月の那須ハイラン

ドにおける別荘地の間伐材を活用した地産地消の循環型バイオマス発電の本格稼働を皮切りに、それ以降も那須ハ

イランドパーク駐車場のカーポート型ソーラー発電や、りんどう湖ファミリー牧場でのバイオマス発電プロジェク

トが進行しています。これまでに培ったノウハウを活かし、群馬県片品村におけるスキー場跡地を活用したバイオ

マス発電プロジェクトを受注する等、グループ事業地だけでなく、外部案件の受注を進めることで「2030年グルー

プカーボンマイナス100％」の達成を目指します。

また、2017年より継続している保護犬の里親探しを行う「SOS活動」では、取り組み開始以来の累計里親譲渡数が

310頭に達しました。JR東日本（東日本旅客鉄道㈱）との連携により、JR那須塩原駅高架下の子ども食堂にて、月間

500食を超えるバイキング形式でのお食事の提供、グループ会社㈱ティー・シー・ケー・ワークショップによる子供

向けの英会話教室・学習サポート等教育機会の提供を継続する等、幅広い活動を実施しました。

今後も、SDGsの取り組みを単なる社会貢献活動にとどめるのではなく、主体事業と一体化させることで、さらな

る社会貢献に取り組みます。
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≪駐車場事業の地域別、事業別売上高≫

単位：百万円

東日本 関東 東海 近畿 西日本 国内計

2024年
７月末

直営 860 5,711 476 2,591 1,021 10,661

マネジメント 185 1,733 210 490 189 2,808

その他 68 930 59 600 190 1,849

合計 1,114 8,374 745 3,682 1,401 15,319

2025年
７月末

直営 968 6,287 510 2,606 1,154 11,527

マネジメント 160 1,788 209 529 231 2,919

その他 87 931 66 595 215 1,897

合計 1,216 9,007 787 3,732 1,601 16,344

前期比

直営 112.5％ 110.1％ 107.3％ 100.6％ 113.0％ 108.1％

マネジメント 86.5％ 103.2％ 99.8％ 108.0％ 122.1％ 103.9％

その他 127.2％ 100.1％ 112.5％ 99.2％ 113.2％ 102.6％

合計 109.1％ 107.6％ 105.6％ 101.3％ 114.2％ 106.7％

タイ 韓国 海外計 総合計

2024年
７月末

直営 883 788 1,672 12,333

マネジメント 85 51 137 2,945

その他 98 － 98 1,948

合計 1,067 840 1,908 17,227

2025年
７月末

直営 926 272 1,198 12,726

マネジメント 138 7 145 3,065

その他 158 － 158 2,055

合計 1,223 280 1,503 17,847

前期比

直営 104.8％ 34.6％ 71.7％ 103.2％

マネジメント 161.3％ 14.9％ 106.5％ 104.1％

その他 160.8％ －％ 160.8％ 105.5％

合計 114.6％ 33.4％ 78.8％ 103.6％
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≪駐車場事業の地域別物件数、台数及び契約率≫

【月極専用直営物件】

東日本 関東 東海 近畿 西日本 国内計

2024年
７月末

物件数(件) 101 630 59 255 132 1,177

借上台数(台) 1,792 10,960 938 4,692 2,617 20,999

貸付台数(台) 1,702 10,180 886 4,450 2,449 19,667

契約率 95.0％ 92.9％ 94.5％ 94.8％ 93.6％ 93.7％

2025年
７月末

物件数(件) 116 659 68 296 145 1,284

借上台数(台) 1,931 11,470 1,080 4,932 2,924 22,337

貸付台数(台) 1,830 10,554 1,022 4,529 2,658 20,593

契約率 94.8％ 92.0％ 94.6％ 91.8％ 90.9％ 92.2％

前期比

物件数 114.9％ 104.6％ 115.3％ 116.1％ 109.8％ 109.1％

借上台数 107.8％ 104.7％ 115.1％ 105.1％ 111.7％ 106.4％

貸付台数 107.5％ 103.7％ 115.3％ 101.8％ 108.5％ 104.7％

タイ 韓国 海外計 総合計

2024年
７月末

物件数(件) 35 2 37 1,214

借上台数(台) 1,582 138 1,720 22,719

貸付台数(台) 1,464 138 1,602 21,269

契約率 92.5％ 100.0％ 93.1％ 93.6％

2025年
７月末

物件数(件) 26 － 26 1,310

借上台数(台) 1,171 － 1,171 23,508

貸付台数(台) 1,084 － 1,084 21,677

契約率 92.6％ －％ 92.6％ 92.2％

前期比

物件数 74.3％ 0.0％ 70.3％ 107.9％

借上台数 74.0％ 0.0％ 68.1％ 103.5％

貸付台数 74.0％ 0.0％ 67.7％ 101.9％

【時間貸し併用直営物件】

東日本 関東 東海 近畿 西日本 国内計

2024年
７月末

物件数(件) 20 43 13 33 13 122

借上台数(台) 953 3,697 2,597 2,037 929 10,213

2025年
７月末

物件数(件) 19 44 13 33 14 123

借上台数(台) 912 3,819 2,591 1,836 977 10,135

前期比
物件数 95.0％ 102.3％ 100.0％ 100.0％ 107.7％ 100.8％

借上台数 95.7％ 103.3％ 99.8％ 90.1％ 105.2％ 99.2％

タイ 韓国 海外計 総合計

2024年
７月末

物件数(件) 15 16 31 153

借上台数(台) 7,743 2,243 9,986 20,199

2025年
７月末

物件数(件) 15 － 15 138

借上台数(台) 8,247 － 8,247 18,382

前期比
物件数 100.0％ 0.0％ 48.4％ 90.2％

借上台数 106.5％ 0.0％ 82.6％ 91.0％
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【時間貸しマネジメント物件】

東日本 関東 東海 近畿 西日本 国内計

2024年
７月末

物件数(件) 9 47 13 17 14 100

管理台数(台) 1,869 6,338 1,779 2,971 1,559 14,516

2025年
７月末

物件数(件) 8 51 13 18 15 105

管理台数(台) 1,683 7,119 1,779 2,960 1,625 15,166

前期比
物件数 88.9％ 108.5％ 100.0％ 105.9％ 107.1％ 105.0％

管理台数 90.0％ 112.3％ 100.0％ 99.6％ 104.2％ 104.5％

タイ 韓国 海外計 総合計

2024年
７月末

物件数(件) 9 2 11 111

管理台数(台) 5,161 98 5,259 19,775

2025年
７月末

物件数(件) 11 － 11 116

管理台数(台) 4,655 － 4,655 19,821

前期比
物件数 122.2％ 0.0％ 100.0％ 104.5％

管理台数 90.2％ 0.0％ 88.5％ 100.2％

【合計】

東日本 関東 東海 近畿 西日本 国内計

2024年
７月末

物件数(件) 130 720 85 305 159 1,399

総台数(台) 4,614 20,995 5,314 9,700 5,105 45,728

2025年
７月末

物件数(件) 143 754 94 347 174 1,512

総台数(台) 4,526 22,408 5,450 9,728 5,526 47,638

前期比
物件数 110.0％ 104.7％ 110.6％ 113.8％ 109.4％ 108.1％

総台数 98.1％ 106.7％ 102.6％ 100.3％ 108.2％ 104.2％

タイ 韓国 海外計 総合計

2024年
７月末

物件数(件) 59 20 79 1,478

総台数(台) 14,486 2,479 16,965 62,693

2025年
７月末

物件数(件) 52 － 52 1,564

総台数(台) 14,073 － 14,073 61,711

前期比
物件数 88.1％ 0.0％ 65.8％ 105.8％

総台数 97.1％ 0.0％ 83.0％ 98.4％

※『借上台数』・・・当社グループと駐車場オーナーとの間で賃貸借契約を締結している台数

『貸付台数』・・・月極専用直営物件において、当社グループと駐車場ユーザーとの間で賃貸借契約を締結して

いる台数

『管理台数』・・・時間貸しマネジメント物件の総収容台数

『契約率』 ・・・月極専用直営物件において『貸付台数』を『借上台数』で除した比率

『総台数』 ・・・『借上台数』＋『管理台数』
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≪駐車場付マンスリーレンタカー設置台数≫

(単位：台)

2024年
７月末

2025年
７月末

前期比

駐車場付マンスリーレンタカー設置台数 407 423 103.9％

≪グリーンシーズン≫

■索道を稼働した施設における来場者数

(単位：千人)

施設名
2024年

７月末累計
2025年

７月末累計
前期比

HAKUBA VALLEY国際山岳リゾート白馬八方尾根 97 114 117.6％

HAKUBA VALLEY白馬岩岳マウンテンリゾート 228 260 114.1％

HAKUBA VALLEYつがいけマウンテンリゾート 76 81 107.1％

竜王マウンテンリゾート 72 64 89.3％

計 473 520 109.9％

■その他の施設における来場者数

(単位：千人)

会社名
2024年

７月末累計
2025年

７月末累計
前期比

㈱鹿島槍 3 2 81.5％

川場リゾート㈱ 120 113 93.8％

めいほう高原開発㈱ 26 20 79.2％

計 150 136 90.9％

(注) １．索道を稼働した施設における来場者数については、主にリフト券の販売数に基づいて記載しております。

索道とは、ゴンドラ、ロープウェイ及びリフトを指します。

２．その他の施設における来場者数は以下の合計となります。

㈱鹿島槍：HAKUBA VALLEY鹿島槍スポーツヴィレッジの来場者数

川場リゾート㈱：HANETTAの来場者数及びおにぎり店の来場者数(レジ通過者数)

めいほう高原開発㈱：キャンプ施設、ASOBOTの来場者数及びおにぎり店の来場者数 (レジ通過者数)
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≪ウィンターシーズン≫

■スキー場別来場者数

(単位：千人)

施設名
2024年

７月末累計
2025年

７月末累計
前期比

HAKUBA VALLEY白馬八方尾根スキー場 352 409 116.3％

HAKUBA VALLEY白馬岩岳スノーフィールド 147 208 141.1％

HAKUBA VALLEYつがいけマウンテンリゾート 350 368 105.4％

HAKUBA VALLEY鹿島槍スキー場ファミリーパーク（※） 46 65 138.9％

竜王スキーパーク 221 215 97.4％

川場スキー場 153 157 103.0％

めいほうスキー場 197 210 106.8％

菅平高原スノーリゾート 229 257 112.0％

計 1,698 1,893 111.5％

(注)当社子会社の㈱鹿島槍が運営するHAKUBA VALLEY鹿島槍スキー場ファミリーパークは、当社子会社の日本テーマパ

ーク開発㈱に設備を賃貸し、㈱鹿島槍は索道事業の受託契約を結んでおります。

■その他の施設における来場者数

(単位：千人)

会社名
2024年

７月末累計
2025年

７月末累計
前期比

川場リゾート㈱ 46 38 83.1％

めいほう高原開発㈱ 2 4 180.7％

計 49 42 87.5％

(注) １．スキー場の来場者数については、主にリフト券の販売数に基づいて記載しております。

２．菅平高原スノーリゾートの来場者数については、「TARO AREA・DAVOS AREA」の来場者数を表示しておりま

す。

３．その他の施設における来場者数は以下の合計となります。

川場リゾート㈱：おにぎり店の来場数（レジ通過者数）

めいほう高原開発㈱：おにぎり店の来場者数（レジ通過者数）

≪テーマパーク事業の来場者数≫

(単位：千人)

施設名
2024年

７月末累計
2025年

７月末累計
前期比

那須ハイランドパーク 554 609 109.9％

NOZARU 26 30 112.5％

那須高原りんどう湖ファミリー牧場 277 277 99.8％

計 858 916 106.7％
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（２）当期の財政状態の概況

資産、負債及び純資産の状況

（資産）

当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末と比べて7,847百万円増加し、49,984百万円となりまし

た。主な要因は、1,746百万円の配当を実施したものの、親会社株主に帰属する当期純利益を4,799百万円計上し

たこと等により現金及び預金が5,047百万円増加、さらにスキー場事業におけるゴンドラ・人口降雪機等の設備投

資により有形固定資産が1,389百万円増加、株式の購入及び時価評価金額の上昇により投資有価証券が533百万円

増加したこと等によるものです。

（負債）

当連結会計年度末における負債は、前連結会計年度末と比べて3,540百万円増加し、27,109百万円となりまし

た。主な要因は、新規借り入れにより借入金が2,706百万円増加したこと等によるものです。

（純資産）

当連結会計年度末における純資産は、前連結会計年度末と比べて4,307百万円増加し、22,875百万円となりまし

た。主な要因は、1,746百万円の配当を実施したものの、親会社株主に帰属する当期純利益を4,799百万円計上し

たこと等により利益剰余金が3,053百万円増加、さらにスキー場事業における非支配株主に帰属する当期純利益の

計上等により非支配株主持分が733百万円増加したこと等によるものです。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年度末に比べて4,542百万円増

加し、20,918百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、8,180百万円(前期は6,198百万円の収入)となりました。これは主に法人税等の

支払1,843百万円があったものの、税金等調整前当期純利益7,718百万円、減価償却費1,966百万円を計上したこと等

によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果支出した資金は、4,888百万円(前期は7,357百万円の支出)となりました。これは主に積極的な設

備投資により有形固定資産の取得による支出が4,466百万円、投資有価証券の取得による支出680百万円を計上した

こと等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は、1,203百万円(前期は6,492百万円の収入)となりました。これは主に配当金の支

払額1,746百万円があったものの、長期借入れによる収入5,770百万円と長期借入金の返済による支出3,063百万円を

計上したこと等によるものです。
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なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標は次のとおりであります。

2023年
７月期

2024年
７月期

2025年
７月期

自己資本比率(％) 39.3 36.7 38.3

時価ベースの自己資本比率(％) 233.6 155.3 170.1

キャッシュ・フロー対有利子負債比率(年) 1.3 2.6 2.3

インタレスト・カバレッジ・レシオ 125.9 53.9 55.5

(注) 自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

２．株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに算出しております。

３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用して

おります。

４．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてお

ります。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

（４）今後の見通し

今後の見通しについては、以下のとおりです。

（駐車場事業）

駐車場事業においては、オフィスビル・商業施設に附置された駐車場をターゲットとし、駐車場サブリースや駐

車場の有人運営、修繕・建替えの時期を迎えた駐車場設備に関するソリューションの提供等により、不動産オーナ

ーの収益の最大化、駐車場ユーザーへの安心・安全なサービスの提供、交通渋滞等の社会課題の解消に取り組んで

きました。

今後も、月極駐車場検索サイトを活用したビジネス機会の最大化や、バレーサービス等の駐車場における高付加

価値サービスの提供に注力してまいります。月極駐車場検索サイトについては、日本一を達成した掲載数、売上に

続き、問い合わせ数でも日本一の達成を目指し、ユーザーにとって最適な駐車場の提案につなげると同時に、検索

サイトに集まる膨大な問い合わせデータをもとに、地域ごとの需給ギャップを分析して新規物件開拓をすすめるこ

とで、エリアごとの駐車場最適化を推進してまいります。前期より取り組みを開始した契約ユーザーにベストな駐

車場を提案する「ベスト駐車場」施策も継続し、ユーザーファーストを徹底してまいります。

また、百貨店やホテル、高級レジデンスに向けたソリューションとして、バレーサービスやエントランスでのド

アサービスを受託する等、ゲストへの高付加価値なサービス提供を継続し、さらに洗車やコーティング等の「プラ

スワン」事業を推進し、サービスの充実と収益の拡大を両立します。また、地方拠点を中心に不動産投資にも注力

し、オーナー・地域にとってプラスとなる自社物件の取得・開発も進めてまいります。

海外駐車場事業では、タイにおいて、現地財閥や日系ビルオーナーとのネットワークが拡大したことにより新規

物件のオープンを加速できる環境が整ってきたため、今後３年間で50物件15,000台の新規物件獲得を目指していま

す。また、同時に、既存の各駐車場物件の収益性向上にも取り組んでおり、強みとしている日本式のきめ細かいオ

ペレーションサービスに加え、洗車、カーシェア、EVチャージャー等、駐車場を起点にした新たなサービスの創造

にも積極的に取組み、粗利率の改善を強化しています。

これらの取り組みにより、翌連結会計年度の国内海外をあわせた駐車場事業の売上高は18,850百万円（前期比6.3

％増）、全社販管費を含む営業利益は4,150百万円（前期比7.5％増）を見込んでいます。

（スキー場事業）

スキー場事業ではこれまで、ウィンターシーズンの取り組みとして、暖冬小雪の中でも営業期間を確保するため

の降雪機投資、利便性向上のための自動ゲートシステムの導入、サイドカントリーコース等非圧雪エリアの展開、

さらに日本のパウダースノーを求めるインバウンドに対する取り組み等を継続してまいりました。これまで投資し

てきた降雪機の設置により、スキー場のオープン日は安定してまいりました。今後は、滑走できるコースをスピー

ディーに拡大するため、当ウィンターシーズンにおいても、グループ横断的に降雪機投資を継続いたします。特に

川場スキー場及びめいほうスキー場においては、シーズン当初から最速でロングラン可能なコースをつくりあげる
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ために、メインコースの人工降雪機をさらに強化し、小雪のシーズンでも競争力の高いスノーリゾートを築いてま

いります。インバウンドの来場者については、2024-2025シーズンに過去最高の425千人となりましたが、今後も増

加すると予測しております。そのため、インバウンドのスムーズな受入、また各種営業活動やプロモーションを行

ってまいります。特に、白馬エリアでの宿泊施設等の不足に対しては、シャレー等宿泊施設の自社開発のほか、デ

ベロッパーの誘致や休業施設の支援等、地域と連携し諸問題について解決を図ってまいります。

また、断続的な暖冬小雪や新型コロナウイルス感染症の蔓延をきっかけに、多数の国内スキー場の経営環境が厳

しくなる中、当社グループへの支援要請が増加しております。そのため、当社グループのノウハウを積極的に活用

し経営支援する「NSDアライアンス」を展開し、みやぎ蔵王えぼしリゾート及びオグナほたかスキー場がアライアン

スに加入しました。これらのスキー場においては来場者数の増加や客単価向上、コストの適正化等、アライアンス

の加入の効果が見られております。これらの他、びわ湖バレイ、石打丸山スキー場及び、丸沼高原スキー場が「NSD

キッズプログラム」に参加していただきました。また、2024-2025シーズンには白馬岩岳スノーフィールド、川場ス

キー場も同プログラムに参加し、2025-2026シーズンからは福井和泉スキー場も参加し、同プログラムの対象スキー

場が14か所まで増加しました。今後も参加スキー場を拡大させ、大自然の雪山で非日常体験を楽しみ、ウィンター

スポーツに参加するお子様を増やしていく予定であります。引き続き当社グループの強みを活かした営業支援やコ

ンサルティングを他スキー場に対しても進め、スノー業界の活性化に努めてまいります。

安全への取り組みについても重点を置いて進めております。お客様の安全な輸送のため、計画に基づき索道設備

や降雪機器のメンテナンスや更新・新規導入を順次進めております。また、労働災害の撲滅と快適な職場環境の形

成を図るため、グループ内の人材交流による技術や営業ノウハウの共有のほか、グループ共通の労働安全衛生マネ

ジメントシステムを導入し、安全目標の設定や安全な作業手順等を共通ルールのもと運用しております。なお、同

システムの運用については、適正な運用と安全基準を担保するため、定期的なシステム監査及びグループ安全会議

等を実施し、更なる安全性の向上に向けて連携を強化してまいります。

最後に、当社グループのHAKUBA VALLEY白馬岩岳マウンテンリゾートにおいては、2024年12月より新ゴンドラが稼

働いたしました。また、HAKUBA VALLEY国際山岳リゾート白馬八方尾根においても2027-2028シーズンに向けてゴン

ドラのリニューアルを計画しております。他のグループリゾートにおいても同様に索道施設等のリニューアルに取

り組んでまいります。リニューアルを行うことで、一時的に減価償却費が増加しますが、より魅力的なリゾートと

なり、更なる差別化や競争力の向上が見込めるため、資金調達を行いながら、今後も成長につながる投資を積極的

に実施してまいります。

これらの取り組みにより、翌連結会計年度のスキー場事業の売上高は11,480百万円（前期比9.7％増）、営業利益

は2,300百万円（前期比2.4％増）を見込んでいます。

（テーマパーク事業）

テーマパーク事業においては、那須ハイランドパークは「わんこはかぞく。」をテーマに、ワンちゃんと家族が

楽しめる日本一のリゾートを、那須高原りんどう湖ファミリー牧場は、地域に愛される安心・安全の公園を目指し、

幼少期のお子様からご高齢の方まで、幅広いお客様に楽しく過ごしていただける遊園地として、運営に取り組んで

きました。

新型コロナウイルス感染症のような想定できない外部要因に対しても、遊園地においては周辺小中学校の修学旅

行・遠足の誘致や、別荘オーナーに向けた有償サービスの展開等、環境やニーズの変化に合わせて事業変革を進め

ることで事業を成長させてきました。今後も、遊園地においては、日本初、日本一といったお客様に魅力がある遊

具・アトラクションの導入や、イベントの開催により顧客満足度の向上、リピーター顧客の創造に取り組んでまい

ります。また、那須ハイランドパークのオフィシャルホテルである「TOWAピュアコテージ」では、小学生以下無料

キャンペーンを導入し三世代が行きたくなる宿No.１を目指し、さらにワンちゃん向けサービスの拡充等により、お

客様の満足度向上に取り組んでまいります。さらに事業を推進するため、積極的な中古別荘買取と運営受託を強化

し、450室の運営室数を確保してまいります。また、一般社団法人ナスコンバレー協議会と協働し、先端技術分野の

実証実験・社会実装の場として、別荘地を提供するとともに、研修利用やワーケーションプランへの加入等、リピ

ート滞在や那須エリア全体の魅力発信を積極的に進めてまいります。

今後も、宿泊施設の災害時活用やインフラ整備、地産地消を念頭にした地元農家からの野菜直接仕入れや酪農家

支援、こども食堂の運営等の地域に根差した取り組み、事業成長による雇用創出による地域貢献等、那須エリア全
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体の地域活性化に貢献してまいります。

さらに、その再生実績をもとに那須以外のエリアにおいても、M&A・事業承継、自治体連携により、観光施設の再

生を通した地域変革「RX（Regional Transformation）」に積極的に取り組んでまいります。翌連結会計年度におい

ては、静岡県天城高原の「天城東急リゾート」の運営に参画し、これを新たな事業拠点に位置づけ、全国展開への

第一歩を踏み出してまいります。また、鹿児島県志布志市の「ダグリ岬ベイサイドパーク構想」の事業実施計画に

つきましても市と策定中であり、民間のM&Aと自治体連携を両輪にRX企業としての地位を確立し、将来的な上場を目

指してまいります。

これらの取り組みにより、翌連結会計年度のテーマパーク事業の売上高は9,300百万円（前期比20.9％増）、営業

利益は1,800百万円（前期比34.0％増）を見込んでいます。

さらにSDGsの取り組みとしてスタートしたスマートグリーンエネルギー㈱の発電事業においては、那須ハイラン

ドでの１号案件を皮切りに、片品村でのバイオマス発電所設置や、スキー場跡地を活用した植林事業等を展開して

おります。グループが保有する森林や山林資源を活用し、間伐材や未利用木材を燃料とする小型バイオマス発電を

推進することで、地産地消による循環型エネルギー供給と、地域社会の持続可能な発展を目指しています。

加えて、地方創生の観点からも「林業」「発電事業」「電気小売事業」を軸とした新たなインフラ事業に注力し

ております。地域の自然を資本として捉え、その育成と利用を循環的に行うことで持続可能なエネルギー供給を実

現するとともに、自治体が抱える社会課題の解決を地域と共創する取り組みを進めてまいりました。

具体的には、バイオマス発電やソーラーカーポートといった再生可能エネルギー設備の導入に加え、近隣山林の

整備や植林を通じたCO ₂ 吸収源の創出等、自然資本を活用した地域づくりを推進しております。これにより、エネ

ルギー事業会社としての安定的な供給体制の確立とレジリエンスの強化を図るとともに、地域社会・自然資本・エ

ネルギー需要家の三者が持続的に循環するビジネスモデルを確立しつつあります。

また、観光・農業・環境価値取引といった周辺領域にも広がりを見せており、地域に根差した社会課題の解決を

ビジネスとして成立させることで、長期的に安定した事業基盤を構築してまいります。

以上により、翌連結会計年度は、売上高40,800百万円（前期比10.8％増）、営業利益は8,500百万円（前期比11.0

％増）、経常利益は8,500百万円（前期比8.5％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は5,700百万円（前期比18.8

％増）を見込んでいます。

（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、持続的な成長に向けた積極的な設備投資やM&A等により事業規模を拡大し、収益性を改善してキャッシュ・

フローを創出することによって企業価値の向上に努めております。継続的なフリー・キャッシュ・フローの増加を基

盤として、配当の安定的かつ継続的な増額を実施し、自己株式の取得と合わせた総還元性向を高い水準に保つことで、

株主の皆様への利益還元の充実を図ってまいります。

当期については、好調な業績を踏まえ、一層の株主還元強化を図り、中長期的な企業価値の向上に資するべく、15

期連続の増配を継続するとともに、これまで14期連続で0.25円増配であったところ、大幅に2.50円増配し、１株あた

り8.00円（前期比45.5％増）の配当を予定しております。なお、当期に取締役会において決議した自己株式の取得は、

以下のとおりであり、2025年９月２日に公表いたしました「自己株式の取得に関するお知らせ」の2025年８月31日現

在の累計を記載しております。

取締役会決議日 自己株式の取得期間 取得の方法
取得した株式の総数

(株)
株式の取得価額の総額

（千円）

2025年６月27日
2025年７月17日から
2025年９月30日

東京証券取引所に
おける市場買付

2,163,100 612,914

次期については、１株当たり9.00円（前期比12.5％増）の配当を予定しております。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは日本基準を採用していますが、IFRS(国際財務報告基準)については、今後も制度動向等を注視し適

切に対応してまいります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年７月31日)

当連結会計年度
(2025年７月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 16,616,696 21,663,792

売掛金 1,588,313 1,776,385

棚卸資産 1,488,724 2,038,016

前渡金 387,307 440,465

前払費用 408,866 494,942

短期貸付金 29,820 31,850

その他 465,424 515,669

貸倒引当金 △14,992 △15,856

流動資産合計 20,970,160 26,945,264

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 10,767,621 12,018,846

減価償却累計額 △3,120,730 △3,460,874

建物及び構築物（純額） 7,646,891 8,557,972

機械及び装置 4,427,678 6,169,385

減価償却累計額 △2,458,995 △2,787,942

機械及び装置（純額） 1,968,683 3,381,442

車両運搬具 1,315,955 1,748,217

減価償却累計額 △1,033,860 △1,165,603

車両運搬具（純額） 282,094 582,614

工具、器具及び備品 2,780,277 2,793,768

減価償却累計額 △2,007,195 △1,943,923

工具、器具及び備品（純額） 773,082 849,845

土地 1,805,536 1,743,235

建設仮勘定 2,610,138 1,360,760

有形固定資産合計 15,086,427 16,475,871

無形固定資産

のれん 12,596 72,308

借地権 26,000 26,000

ソフトウエア 98,436 85,993

その他 4,509 49,540

無形固定資産合計 141,542 233,841

投資その他の資産

投資有価証券 3,415,695 3,949,273

敷金及び保証金 681,589 698,210

繰延税金資産 1,318,425 1,141,379

その他 522,777 540,548

投資その他の資産合計 5,938,488 6,329,412

固定資産合計 21,166,458 23,039,125

資産合計 42,136,619 49,984,389
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年７月31日)

当連結会計年度
(2025年７月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 394,823 450,318

短期借入金 378,000 378,000

1年内償還予定の社債 － 500,000

1年内返済予定の長期借入金 3,036,882 1,776,102

リース債務 39,488 27,366

未払金 725,125 883,746

未払費用 300,419 427,745

未払法人税等 981,774 1,172,290

未払消費税等 394,604 534,536

前受金 1,071,721 1,223,476

預り金 370,520 463,313

企業結合に係る特定勘定 － 1,090,645

その他 333,541 318,707

流動負債合計 8,026,900 9,246,248

固定負債

社債 600,000 100,000

長期借入金 11,844,660 15,812,218

リース債務 53,890 33,588

長期預り保証金 1,508,437 1,636,653

繰延税金負債 119,262 196,928

退職給付に係る負債 36,819 9,404

企業結合に係る特定勘定 1,301,692 －

資産除去債務 64,279 64,835

その他 12,964 9,149

固定負債合計 15,542,005 17,862,777

負債合計 23,568,906 27,109,026

純資産の部

株主資本

資本金 699,221 699,221

資本剰余金 916,692 1,104,408

利益剰余金 18,043,270 21,096,275

自己株式 △4,861,215 △4,606,742

株主資本合計 14,797,968 18,293,163

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 530,386 765,118

為替換算調整勘定 141,819 68,962

その他の包括利益累計額合計 672,205 834,081

新株予約権 388,474 305,560

非支配株主持分 2,709,065 3,442,557

純資産合計 18,567,712 22,875,363

負債純資産合計 42,136,619 49,984,389
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2023年８月１日
至 2024年７月31日)

当連結会計年度
(自 2024年８月１日
至 2025年７月31日)

売上高 32,693,336 36,832,381

売上原価 20,027,428 22,106,085

売上総利益 12,665,907 14,726,296

販売費及び一般管理費 6,204,560 7,066,467

営業利益 6,461,346 7,659,829

営業外収益

受取利息 7,866 31,142

受取配当金 27,870 89,500

投資有価証券売却益 91,716 48,865

為替差益 13,153 130,048

助成金収入 10,587 11,249

その他 45,955 60,227

営業外収益合計 197,148 371,033

営業外費用

支払利息 113,523 141,814

その他 33,671 56,270

営業外費用合計 147,194 198,084

経常利益 6,511,300 7,832,778

特別利益

新株予約権戻入益 20,721 38,315

固定資産売却益 148,383 105,033

その他 14,196 －

特別利益合計 183,301 143,348

特別損失

固定資産除却損 72,577 57,074

子会社清算損 － 179,911

減損損失 － 20,530

特別損失合計 72,577 257,516

税金等調整前当期純利益 6,622,024 7,718,610

法人税、住民税及び事業税 1,706,645 2,029,829

法人税等調整額 △738,832 137,858

法人税等合計 967,813 2,167,687

当期純利益 5,654,211 5,550,922

非支配株主に帰属する当期純利益 549,328 750,935

親会社株主に帰属する当期純利益 5,104,882 4,799,987
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2023年８月１日
至 2024年７月31日)

当連結会計年度
(自 2024年８月１日
至 2025年７月31日)

当期純利益 5,654,211 5,550,922

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 389,650 234,732

為替換算調整勘定 37,759 △44,372

その他の包括利益合計 427,409 190,359

包括利益 6,081,621 5,741,282

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 5,527,512 4,961,863

非支配株主に係る包括利益 554,109 779,418
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 2023年８月１日 至 2024年７月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 699,221 812,761 14,600,896 △4,971,983 11,140,895

当期変動額

剰余金の配当 △1,662,508 △1,662,508

親会社株主に帰属す

る当期純利益
5,104,882 5,104,882

自己株式の取得 △165,487 △165,487

新 株 予 約 権 の 行 使

（自己株式の交付）
69,294 276,255 345,549

連結子会社に対する

持分変動に伴う資本

剰余金の増減

34,636 34,636

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 － 103,930 3,442,373 110,768 3,657,072

当期末残高 699,221 916,692 18,043,270 △4,861,215 14,797,968

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他

有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 140,735 108,840 249,576 373,074 2,187,431 13,950,977

当期変動額

剰余金の配当 △1,662,508

親会社株主に帰属す

る当期純利益
5,104,882

自己株式の取得 △165,487

新 株 予 約 権 の 行 使

（自己株式の交付）
345,549

連結子会社に対する

持分変動に伴う資本

剰余金の増減

34,636

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

389,650 32,979 422,629 15,399 521,633 959,662

当期変動額合計 389,650 32,979 422,629 15,399 521,633 4,616,734

当期末残高 530,386 141,819 672,205 388,474 2,709,065 18,567,712
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当連結会計年度(自 2024年８月１日 至 2025年７月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 699,221 916,692 18,043,270 △4,861,215 14,797,968

当期変動額

剰余金の配当 △1,746,981 △1,746,981

親会社株主に帰属す

る当期純利益
4,799,987 4,799,987

自己株式の取得 △129,147 △129,147

新 株 予 約 権 の 行 使

（自己株式の交付）
136,384 383,620 520,005

連結子会社に対する

持分変動に伴う資本

剰余金の増減

51,331 51,331

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 － 187,716 3,053,005 254,473 3,495,195

当期末残高 699,221 1,104,408 21,096,275 △4,606,742 18,293,163

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他

有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 530,386 141,819 672,205 388,474 2,709,065 18,567,712

当期変動額

剰余金の配当 △1,746,981

親会社株主に帰属す

る当期純利益
4,799,987

自己株式の取得 △129,147

新 株 予 約 権 の 行 使

（自己株式の交付）
520,005

連結子会社に対する

持分変動に伴う資本

剰余金の増減

51,331

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

234,732 △72,856 161,876 △82,913 733,492 812,455

当期変動額合計 234,732 △72,856 161,876 △82,913 733,492 4,307,650

当期末残高 765,118 68,962 834,081 305,560 3,442,557 22,875,363
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2023年８月１日
至 2024年７月31日)

当連結会計年度
(自 2024年８月１日
至 2025年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 6,622,024 7,718,610

減価償却費 1,567,045 1,966,961

減損損失 － 20,530

のれん償却額 12,692 14,855

助成金収入 △10,587 △11,249

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 8,094 △26,772

貸倒引当金の増減額（△は減少） △13,730 388

企業結合に係る特定勘定の増減額（△は減少） △309,917 △211,046

固定資産売却損益（△は益） △148,383 △105,033

固定資産除却損 72,577 57,074

投資有価証券売却損益（△は益） △91,716 △48,865

子会社清算損益（△は益） － 179,911

新株予約権戻入益 △20,721 △38,315

受取利息及び受取配当金 △35,736 △120,643

支払利息 113,523 141,814

為替差損益（△は益） △14,038 △129,774

売上債権の増減額（△は増加） △423,622 △172,795

棚卸資産の増減額（△は増加） △293,198 △129,971

前払費用の増減額（△は増加） △157,892 △47,617

前渡金の増減額（△は増加） △7,372 △51,904

差入保証金の増減額（△は増加） △19,713 △24,983

仕入債務の増減額（△は減少） 36,267 50,553

前受金の増減額（△は減少） 62,597 143,340

未払金の増減額（△は減少） △50,855 213,620

預り金の増減額（△は減少） △27,301 99,182

預り保証金の増減額（△は減少） 149,152 121,386

未払費用の増減額（△は減少） △46,092 93,016

未払消費税等の増減額（△は減少） 53,083 138,857

その他 589,055 △102,558

小計 7,615,233 9,738,571

利息及び配当金の受取額 4,408 111,401

利息の支払額 △114,911 △147,362

法人税等の還付額 149,659 －

法人税等の支払額 △1,705,964 △1,843,112

保険金の受取額 1,569 5,486

助成金の受取額 248,570 315,509

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,198,564 8,180,493
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(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2023年８月１日
至 2024年７月31日)

当連結会計年度
(自 2024年８月１日
至 2025年７月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △5,502,143 △4,466,210

有形固定資産の売却による収入 420,141 399,549

無形固定資産の取得による支出 △47,662 △90,116

投資有価証券の取得による支出 △2,152,605 △680,101

投資有価証券の売却による収入 162,300 548,964

定期預金の純増減額（△は増加） △189,720 △500,000

敷金の差入による支出 △35,145 △36,381

敷金の回収による収入 9,087 52,948

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

8,260 －

事業譲受による支出 － △80,300

その他 △30,501 △36,956

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,357,988 △4,888,603

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 292,000 710,000

短期借入金の返済による支出 △292,000 △710,000

長期借入れによる収入 8,661,780 5,770,000

長期借入金の返済による支出 △660,476 △3,063,222

社債の発行による収入 100,000 －

自己株式の取得による支出 △165,487 △129,147

自己株式の処分による収入 290,827 432,665

子会社の自己株式の取得による支出 △51 △55

子会社の自己株式の処分による収入 46,442 69,953

リース債務の返済による支出 △59,651 △40,417

配当金の支払額 △1,662,410 △1,746,981

非支配株主への配当金の支払額 △58,225 △89,301

その他 － 500

財務活動によるキャッシュ・フロー 6,492,748 1,203,991

現金及び現金同等物に係る換算差額 44,635 46,645

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,377,959 4,542,527

現金及び現金同等物の期首残高 10,997,816 16,375,776

現金及び現金同等物の期末残高 16,375,776 20,918,303
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(会計方針の変更)

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。法人税等の計上区分（その他の包括利益

に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び

「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用

指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更

による連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表に

おける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用しており

ます。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結財務諸表となっており

ます。なお、当該会計方針の変更による前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

(セグメント情報等)

(セグメント情報)

１ 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源の配分

の決定及び業績を評価する為に、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは駐車場の運営・管理を行う「駐車場事業」、主としてスキー場の運営及び取得を行う「スキー場事

業」、主としてテーマパークの運営及び取得を行う「テーマパーク事業」を行っております。

したがって、当社の報告セグメントは「駐車場事業」、「スキー場事業」及び「テーマパーク事業」から構成され

ております。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表を作成する為に採用される会計方針に準拠した

方法であります。セグメント間の内部収益又は振替高は実勢価格に基づいております。
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 2023年８月１日 至 2024年７月31日)

(単位：千円)

報告セグメント

駐車場事業 スキー場事業 テーマパーク事業 計

売上高

外部顧客への売上高 17,172,413 8,159,750 6,561,094 31,893,259

セグメント間の
内部売上高又は振替高

55,388 85,587 32,102 173,077

計 17,227,801 8,245,338 6,593,196 32,066,336

セグメント利益 4,226,792 1,552,455 1,099,544 6,878,792

セグメント資産 4,393,905 7,837,894 9,102,342 21,334,141

その他の項目

減価償却費 242,620 725,651 542,602 1,510,873

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

280,962 2,724,528 2,138,612 5,144,103

その他(注)１ 合計 調整額(注)２、３
連結財務諸表
計上額(注)４

売上高

外部顧客への売上高 800,077 32,693,336 － 32,693,336

セグメント間の
内部売上高又は振替高

19,518 192,595 △192,595 －

計 819,595 32,885,932 △192,595 32,693,336

セグメント利益 213,346 7,092,139 △630,793 6,461,346

セグメント資産 240,660 21,574,802 20,561,816 42,136,619

その他の項目

減価償却費 51,794 1,562,668 4,377 1,567,045

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

405,341 5,549,445 4,650 5,554,095

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、教育事業、ヘルスケア事業、

再生エネルギー事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△630,793千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は、主に財務経理等の管理部門に係る費用及び各報告セグメント共通の費用であります。

３．セグメント資産の調整額は20,561,816千円であり、各報告セグメントに配分していない全社資産によるもの

であります。

４．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度(自 2024年８月１日 至 2025年７月31日)

(単位：千円)

報告セグメント

駐車場事業 スキー場事業 テーマパーク事業 計

売上高

外部顧客への売上高 17,801,822 10,456,763 7,662,759 35,921,344

セグメント間の
内部売上高又は振替高

46,166 5,004 27,977 79,148

計 17,847,988 10,461,767 7,690,737 36,000,493

セグメント利益 4,490,603 2,246,086 1,342,881 8,079,571

セグメント資産 3,615,601 9,947,725 8,759,743 22,323,071

その他の項目

減価償却費 210,889 1,023,639 655,431 1,889,960

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

306,975 2,776,601 799,124 3,882,701

その他(注)１ 合計 調整額(注)２、３
連結財務諸表
計上額(注)４

売上高

外部顧客への売上高 911,036 36,832,381 － 36,832,381

セグメント間の
内部売上高又は振替高

44,305 123,454 △123,454 －

計 955,342 36,955,836 △123,454 36,832,381

セグメント利益 211,443 8,291,015 △631,186 7,659,829

セグメント資産 1,482,979 23,806,051 26,178,338 49,984,389

その他の項目

減価償却費 73,460 1,963,421 3,540 1,966,961

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

691,345 4,574,047 1,788 4,575,835

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、教育事業、ヘルスケア事業、

再生エネルギー事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△631,186千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は、主に財務経理等の管理部門に係る費用及び各報告セグメント共通の費用であります。

３．セグメント資産の調整額は26,178,338千円であり、各報告セグメントに配分していない全社資産によるもの

であります。

４．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2023年８月１日
至 2024年７月31日)

当連結会計年度
(自 2024年８月１日
至 2025年７月31日)

１株当たり純資産額 48.70円 59.85円

１株当たり当期純利益 16.10円 15.05円

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

16.03円 14.97円

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、 以下のとおりでありま

す。

前連結会計年度
(自 2023年８月１日
至 2024年７月31日)

当連結会計年度
(自 2024年８月１日
至 2025年７月31日)

１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益 5,104,882千円 4,799,987千円

普通株主に帰属しない金額 － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 5,104,882千円 4,799,987千円

普通株式の期中平均株式数 317,060,178株 319,032,365株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益調整額 1,669千円 3,735千円

(うち連結子会社の発行する潜在株式による調整額) (1,669千円) (3,735千円)

普通株式増加数 1,293,070株 1,461,521株

(うち新株予約権) (1,293,070株) (1,461,521株)

希薄化効果を有しない為、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

2022年10月28日定時株主総
会決議によるストックオプ
ション
(新株予約権)
普通株式 2,880,000株
行使価格 292円

2022年10月28日定時株主総
会決議によるストックオプ
ション
(新株予約権)
普通株式 2,880,000株
行使価格 292円

(重要な後発事象)

該当事項はありません。


